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第5編 建物関係の想定 

 

5.1 概要 

5.1.1 揺れによる被害 

揺れによる建物の被害を、過去事例に基づき作成した被害率曲線により、構造・建築年代・階

数に応じて、財産価値の損失である全壊・半壊棟数別に算定した。 

 

5.1.2 液状化による被害 

液状化した領域における建物の被害を、過去事例や杭打ちの状況等を踏まえ、構造・建築年代・

階数に応じて、全壊・半壊棟数別に算定した。 

 

5.1.3 津波による被害 

浸水深と建物構造との関係から、全壊・半壊・床上浸水・床下浸水棟数を算定した。 

 

5.1.4 斜面崩壊による被害 

最近 20 年間に急傾斜地・地すべり地で被害をもたらした 18地震（1987 年日向灘地震から 2005

年福岡県西方沖地震まで）の被害事例により、危険箇所における人家戸数に応じて全壊戸数を算

定した。 
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5.2 建物データ 

建築物の現況については、以下の主な資料及びデータを整理した。これらの建物データを整理

して、①～⑦の項目でデータを再検討し、被害予測に用いる最終的な建物数量を求めた。 

市町村別の建物棟数を表 5-2 と図 5-1 に示す。 

 

表 5-1 建物現況データ 

 主な資料及びデータ名称 年月日 

１ 固定資産税による建物データ（大分県市町村） 平成 29 年 1 月 1 日 

２ 大分県住宅・土地統計調査（総務省統計局） 平成 20 年 10 月 1 日 

３ 大分県住宅・土地統計調査（総務省統計局） 平成 25 年 10 月 1 日 

 

① 構造、年代、用途および年代コードの統一 

② 床面積 10m
2未満の狭小データの削除 

③ 増改築データの削除 

④ 区分所有（マンション等）データの重複処理 

⑤ 町丁目ごとの構造、年代、用途、階数別の建物データの作成 

⑥ 町丁目から 250m メッシュへの分配率を建物外形データ*から作成 

⑦ 町丁目データから 250m メッシュに振り分け 

⑧ 平成 20 年、平成 25 年住宅土地統計調査を用いて平成 30 年の新耐震・旧耐震の比率

を求めて補正。この際、±5%を超える変動はないものとした。 

 

  

                                                        
*国土地理院:基盤地図情報 建築物の外周線 
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表 5-2 市町村別建物棟数 

市町村名 合計 木造 非木造 

大分市 167,000 106,500 60,500 

別府市 45,200 32,700 12,500 

中津市 62,400 53,400 9,000 

日田市 50,300 44,000 6,400 

佐伯市 59,800 50,100 9,700 

臼杵市 29,100 24,600 4,600 

津久見市 16,100 13,200 2,900 

竹田市 27,200 24,000 3,200 

豊後高田市 22,600 19,900 2,700 

杵築市 23,500 19,600 3,900 

宇佐市 45,800 39,100 6,700 

豊後大野市 38,300 33,100 5,200 

由布市 24,600 21,400 3,200 

国東市 33,300 29,700 3,600 

姫島村 2,600 2,500 100 

日出町 17,100 13,400 3,600 

九重町 11,400 9,700 1,700 

玖珠町 15,900 13,800 2,100 

合計 692,200 550,700 141,600 

 

 

 

図 5-1 市町村別建物棟数分布 
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本調査における建物の被害予測は、財産価値の損失である全壊・半壊（自治体基準と呼ばれる）

で求めた（表 5-3）。構造的な被災である大破・中破（日本建築学会による判定基準）についての

定義を表 5-4 に示した。また､これらの被災度を比較した結果を図 5-2 に示した｡自治体基準によ

る全壊は､日本建築学会による基準では被害軽微以上となることが分かる｡ 

 

表 5-3 全壊・半壊の定義 

被災度 判定基準 

全壊 

（全焼・全流出） 

住家がその住居のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒

壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元

通りに再使用することが困難なもので、具体的には住家の損壊、焼失もしくは

流失した部分の床面積がその住家の延床面積の 70%以上に達した程度のもの、

または住家の主要構造要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、

その住家の損害割合が 50%以上に達した程度のものとする。 

半壊 

（床上浸水） 

住家がその住居のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の

損害が甚だしいが、補修すれば元通りに使用できるもので、具体的には、損壊

部分が、その住家の延床面積の 20%以上 70%未満のもの、または住家の主要な

構造要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割

合が 20%以上 50%未満のものとする。 

一部損壊 

（床下浸水） 

全壊および半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のもの

とする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 
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表 5-4 大破・中破等の定義 

被災度 
構造別被害状況 

木造 RC 造 S 造 

倒壊 

屋根・壁・床・柱等の破損

が全面にわたり、建物の変

形が著しい。周辺地盤の崩

壊により、建物の変形が著

しい。 

柱・耐力壁が大破壊し、建

物全体または建物の一部

が崩壊にいたったもの。 復元力喪失 

大破 

大部分の壁・垂れ壁が破損

し、内外装材がほとんど脱

落している。筋交いが破損

し、柱・梁に割れが生じ、

床が破損している。 

柱のせん断ひび割れ・曲げ

ひび割れによって鉄筋が

露出・座屈し、耐力壁に大

きなせん断ひび割れが生

じて耐力に著しい低下が

認められるもの。 

残留部材角 1/30 以上 

中破 

大部分の壁・垂れ壁・腰壁

にひび割れが生じ、一部が

脱落している。大部分の屋

根瓦が破損している。基礎

のひび割れが著しい。 

柱に典型的なせん断ひび

割れ・曲げひび割れ、耐力

壁にせん断ひび割れが見

られ、ＲＣ二次壁・非構造

体に大きな損傷が見られ

るもの。 

残留部材角 1/30 未満 

小破 

大部分の煉瓦および一部

の屋根瓦が破損している。

一部の壁にひび割れが生

じている。一部の仕上げ材

が脱落している。基礎の一

部にひび割れが生じてい

る。 

柱・耐力壁の損傷は軽微で

あるが、ＲＣ二次壁・階段

室の周りに、せん断ひび割

れが見られるもの。 

残留変形がほとんどなし。

筋交い破断。柱脚破損な

ど。 

被害軽微 

一部の屋根瓦に損傷が見

られる。一部の垂れ壁・腰

壁・仕上げ材にひび割れが

生じている。 

柱・耐力壁・二次壁の損傷

が、軽微かもしくは、ほと

んど損傷がないもの。 

主要構造体被害なし。仕上

げ材損傷。 

無被害 
外観上被害がまったくな

い。 

 外観上被害がまったくな

い。 

 

 

図 5-2 自治体調査による被災度と日本建築学会調査による被災度の比較  

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

日本建築学会調査
　　　　　倒壊
　　　　　大破
　　　　　中破
　　　　　小破
　　　　　被害軽微
　　　　　無被害

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

自治体調査

　　　　　全壊
　　　　　半壊
　　　　　一部損壊
　　　　　無被害
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5.3 予測手法 

5.3.1 揺れによる建物被害の想定 

（１）基本方針 

本調査では、阪神・淡路大震災での建物被害の実態を考慮して構築された経験的な被害予測式

を利用して、木造、RC造（SRC 造を含む）、S造、軽量 S造、軽量 S造プレハブの 5種類別に、建

築年代別の構成を考慮しつつ、250m メッシュ単位及び行政区単位で全壊棟数、半壊棟数を予測し

た。 

（２）利用する被害率予測式 

建物の地震動（揺れ）による被害率曲線はいくつか提案されているが、最近、最も精細に評価

し、広域での適用もされている手法である、愛知県(2003)で設定された被害率曲線を用いる。こ

れは、1995 年兵庫県南部地震における神戸市灘区での被害事例をもとにして設定された、宮越・

林(1998)による構造・建築年代・階数別の最大地表速度を指標とした被害率曲線に対して、下限

値の設定及び最大速度 50cm/s 程度以下での建物被害率の修正がなされたものである。 

被害率曲線は、次式による対数正規累積分布関数に基づいて設定されている。 

 

 𝑃(𝑃𝐺𝑉) = Φ(ln 𝑃𝐺𝑉 − 𝜆/𝜁)  

 

ここに、 𝑃：被害率 

𝑃𝐺𝑉：最大地動速度 (cm/s) 

Φ：標準正規分布関数 

𝜆, 𝜁：被害率曲線を特徴づける係数 

 

 

図 5-3～図 5-6 に地表最大速度と各構造の大破・中破以上率との関係を示す。 

採用する式は構造的な判定基準（大破・中破）による被害をあらわしているので、罹災証明な

どに用いられる全壊・半壊は長崎県（2006）に基づき以下のようにして換算する。 

 

 大破以上率 = 0.5×全壊率 

中破以上率 = 0.5×全半壊率（ここで、全半壊率 = 全壊率+半壊率） 

 

  



5-7 

 

図 5-3 木造建物の大破率・中破以上率に対する被害率曲線 

 

図 5-4 鉄筋コンクリート造建物の大破率・中破以上率に対する被害率曲線 

 

図 5-5 鉄骨造建物の大破率・中破以上率に対する被害率曲線 

 

図 5-6 軽量鉄骨造(S 造)、軽量鉄骨プレハブ造(SP 造)の大破率・中破以上率に対する被害率曲

線 
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5.3.2 液状化による建物被害の想定 

（１）基本方針 

「地盤の液状化危険度」毎に「液状化による建物被害率」を設定するという経験手法を用いる

こととする。木造、非木造建物の 2区分毎に被害予測を行うこととし、また、建物の基礎様式の

違いによって、液状化被害率が異なることが明らかになっており、本想定でもこの要因を考慮す

ることとする。 

（２）被害率の設定 

液状化した領域における建物の被害を過去事例や杭打ちの状況等を踏まえ、構造・建築年代・

階数に応じて、全壊・半壊棟数別に算定した。 

 

 (液状化による全壊・半壊棟数)

= (建物棟数) × (液状化による全・半壊率)

× (液状化発生面積率) 

 

 

表 5-5 液状化面積率(東京都，1997) 

PLの範囲 PL=0 0＜PL≦5 5＜PL≦15 15＜PL 

液状化面積率 0 % 2% 5% 18% 

 

液状化が発生した場合の被害率は静岡県(2001)と同様に、1923 年関東地震（関東大震災）、1964

年新潟地震、1983 年日本海中部地震の被害事例をもとに設定した。木造建物は建築年代により、

また、非木造建物は杭の有無により、被害率が異なることとした。液状化による建物全・半壊率

を次のように設定した。 

 

表 5-6 液状化による木造建物全半壊率 

区分 昭和 35 年以前築造 昭和 36 年以降築造 

全壊率 13.3% 9.6% 

半壊率 12.9% 18.0% 

 

表 5-7 非木造建物の被害率液状化による非木造建物全半壊率(静岡県，2001) 

区分 杭なし 杭あり*
 

全壊率 23.2% 0.0% 

半壊率 29.7% 0.0% 

 

 

 

                                                        
*
 4 階以上の建物および昭和 56 年以降築造の 1～3 階建物の 20%とする 



5-9 

5.3.3 津波による建物被害の想定 

（１）基本方針 

本調査で対象とした 6地震のうち、中央構造線断層帯による地震、南海トラフの巨大地震、周

防灘断層群主部による地震では、大分県には津波が押し寄せることが予想される。前回調査で行

った浸水予測結果と建物・人口データを重ね合わせ被害を算出した。 

（２）被害率の設定 

津波による被害については、以下の方法を用いて想定を実施した。 

① 木造建物・非木造建物の構造別に評価する。 

② 人口集中地区とそれ以外の地区とに分けて評価する。 

国土交通省都市局による「東日本大震災による被災現況調査データ」(国土交通省、

平成 23 年 10 月時点)を用いて、人口集中地区とそれ以外の地区とに分けて分析した

結果、人口集中地区では、それ以外の地区と比較して浸水深が浅いところから全壊

率、半壊率ともに高くなっていた。これは、津波被害を受けた地域のうち、船舶・

建築物の漂流物が多い地域では、波力の増大によって建物被害率が高くなると想定

されるためである。 

③ 以上の結果をもとに、人口集中地区とそれ以外の地区で浸水深別・建物構造別被害

率を設定し算出する（図 5-7、図 5-8）。 

 

 

図 5-7 津波浸水深ごとの建物被害率（人口集中地区） 

 

 

図 5-8 津波浸水深ごとの建物被害率(人口集中地区以外) 
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④ 図 5-9 に示す「東日本大震災による被災現況調査結果について（第 1 次報告）」(国

土交通省、平成 23 年 10 月時点)の浸水深と被災状況別棟数割合の関係から、「床上

浸水」は半壊棟数に占める割合、「床下浸水」は、全建物に占める割合から、構造

別に棟数割合を求めた。なお、非木造の「床上浸水」「床下浸水」の割合は、鉄筋

コンクリートと鉄骨造の平均値を用いた。 

 

 

図 5-9 津波浸水深と被害棟数割合 
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5.3.4 斜面崩壊による建物被害の想定 

（１）基本方針 

急傾斜地崩壊危険箇所の保全対象とした人家を対象として、長崎県（2006）の考えに基づき、

砂防便覧平成 15年度版、国土交通省ホームページほかに示された、1987 年日向灘地震から 2005

年福岡県西方沖地震までに急傾斜地・地すべり地で被害をもたらした 18 地震についての崩壊発生

件数と人的被害や家屋被害（図 5-10）を参考に設定した式を用いた。 

（２）被害率の設定 

崖が崩壊する場合に土砂が到達する範囲は、崖の高さの 1倍から 2倍程度が最大であるといわ

れているが、斜面の状態（高さや崩壊土砂量）や揺れの強さの詳細な分布などによってケースバ

イケースである。そこで、過少評価を避けるため、比較的建物被害の多かった４地震のデータ（図

中赤色で示す）より、崩壊 10件あたりの全壊棟数を４棟と求め、急傾斜地崩壊危険箇所の保全対

象人家数の中央値が５棟前後であることより、崩壊１件あたりその 8%程度が大破（全壊）と設定

している。 

 

 大破(全壊)戸数(戸) = 0.08 ×保全対象人家(戸) ×崩壊発生件数(件)  

 

 

図 5-10 地震における斜面崩壊件数と建物大破（全壊）棟数の関係 

（1987 年日向灘地震から 2005 年福岡県西方沖地震まで） 
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5.4 被害予測結果 

地震ごとの全・半壊棟数の集計結果を表 5-8 に示した。 

建物被害において最大の被害が予測されたのは中央構造線断層帯による地震であり、冬 18時で

全壊・焼失棟数は約 88,000 棟という結果である。 

建物被害の各要因は後述するが、中央構造線断層帯による地震では、揺れによる被害に加えて、

津波による被害も大きくなっている。日出生断層帯による地震では、揺れによる被害が大きい。

南海トラフの地震や周防灘では津波による被害が大きくなっている。 

 

表 5-8 建物被害（全体：棟）（津波による被害は堤防が機能しないとした場合） 

地震名 季節時刻 全壊・焼失 半壊 

中央構造線断層帯による地震※ 

冬 5 時 67,980 

59,856 夏 12 時 76,367 

冬 18 時 88,408 

日出生断層帯による地震 

冬 5 時 12,690 

17,719 夏 12 時 16,743 

冬 18 時 21,182 

万年山-崩平山断層帯による地震 

冬 5 時 2,091 

3,702 夏 12 時 2,092 

冬 18 時 2,095 

南海トラフの巨大地震※ 

冬 5 時 29,689 

50,570 夏 12 時 29,693 

冬 18 時 29,704 

周防灘断層群主部による地震※ 

冬 5 時 569 

4,262 夏 12 時 569 

冬 18 時 569 

プレート内地震 

冬 5 時 3,080 

6,389 夏 12 時 3,082 

冬 18 時 3,088 

※津波被害予測の対象地震 
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【参考】建物被害（全体：棟）（津波による被害は、津波が乗り越えたら破堤する場合） 

地震名 季節時刻 全壊・焼失 半壊 

中央構造線断層帯による地震 

冬 5 時 67,525 

57,750 夏 12 時 75,912 

冬 18 時 87,953 

南海トラフの巨大地震 

冬 5 時 28,857 

44,409 夏 12 時 28,861 

冬 18 時 28,872 

周防灘断層群主部による地震 

冬 5 時 450 

2,571 夏 12 時 450 

冬 18 時 450 
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5.4.1 揺れ・液状化による被害 

地震ごとの揺れ・液状化による全・半壊棟数を表 5-9 と表 5-10、図 5-11～図 5-16 に示した。 

中央構造線断層帯による地震の揺れによる建物被害は全壊・半壊合わせて 10 万棟以上になると

予測された。 

日出生断層帯による地震では、別府市など、震源直上の市町村において被害が多くなっている。 

万年山-崩平山断層帯による地震についても同様に、震源直上の市町村において被害が多くなっ

ている。 

南海トラフの巨大地震では大分市を含めて、県中央から南部の広い範囲にわたり液状化の危険

度が高まることから、液状化による建物被害も多くなっている。 

周防灘断層群主部による地震での被害は、県北沿岸部の一部に限定的である。 

プレート内地震では大分市を含めて、県中央から南部の広い範囲にわたり液状化の危険度が高

まることから、液状化による建物被害も多くなっている。 

 

表 5-9 揺れによる建物被害（棟） 

地震名 
全壊棟数 半壊棟数 

合計 木造 非木造 合計 木造 非木造 

中央構造線断層帯による地震 56,368 46,309 10,059 42,629 26,833 15,796 

日出生断層帯による地震 11,347 9,622 1,725 15,584 13,067 2,517 

万年山-崩平山断層帯による地震 1,903 1,729 174 3,403 3,251 152 

南海トラフの巨大地震 2,899 2,213 686 7,367 6,595 772 

周防灘断層群主部による地震 88 72 16 371 365 6 

プレート内地震 869 621 248 2,836 2,587 249 

 

表 5-10 液状化による建物被害（棟） 

地震名 
全壊棟数 半壊棟数 

合計 木造 非木造 合計 木造 非木造 

中央構造線断層帯による地震 1,896 1,136 760 3,083 2,093 990 

日出生断層帯による地震 1,315 810 505 2,135 1,473 662 

万年山-崩平山断層帯による地震 182 129 53 299 230 69 

南海トラフの巨大地震 2,244 1,461 783 3,663 2,640 1,023 

周防灘断層群主部による地震 195 150 45 314 254 60 

プレート内地震 2,206 1,401 805 3,553 2,505 1,048 
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図 5-11 揺れ・液状化による全・半壊棟数＜中央構造線断層帯による地震＞ 

 

 

図 5-12 揺れ・液状化による全・半壊棟数＜日出生断層帯による地震＞ 
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図 5-13 揺れ・液状化による全・半壊棟数＜崩平山-万年山断層帯による地震＞ 

 

 

図 5-14 揺れ・液状化による全・半壊棟数＜南海トラフの巨大地震＞ 
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図 5-15 揺れ・液状化による全・半壊棟数＜周防灘断層群主部による地震＞ 

 

図 5-16 揺れ・液状化による全・半壊棟数＜プレート内地震＞ 
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5.4.2 津波による被害 

津波浸水による被害を表 5-11 に示した。 

本調査では、堤防などの個別の海岸構造物の評価までは行っておらず、「津波が乗り越えたら破

堤する」「堤防が機能しない」の二つの条件で浸水予測を行っている。 

堤防が機能しない場合で、中央構造線断層帯による地震では全壊約 9,600 棟、南海トラフでは

全壊約 2.5 万棟、周防灘断層群主部で全壊約 300 棟が発生することが予測された。中央構造線断

層帯による地震では、津波浸水エリアと大きな揺れが予測される地域が重なるため、揺れにより

被害を受けた建物が、津波により流されるという事態が発生するが、前回調査と比較して、地震

による被害が大きいため、津波の被害が相対的に少なくなっている。 

 

表 5-11 津波による建物被害（棟） 

地震名 堤防条件 
全 壊

(棟) 

半 壊

(棟) 

 床 下

(棟) 
床 上

(棟) 

中央構造線断層

帯による地震 

津波が乗り越えたら破堤する場合 9,142 12,038 6,084 2,616 

堤防が機能しない場合 9,597 14,144 7,556 3,560 

南海トラフの巨

大地震 

津波が乗り越えたら破堤する場合 23,707 33,379 16,739 6,176 

堤防が機能しない場合 24,539 39,540 20,542 7,820 

周防灘断層群主

部による地震 

津波が乗り越えたら破堤する場合 167 1,886 1,324 733 

堤防が機能しない場合 286 3,577 2,446 1,289 
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5.4.3 斜面崩壊による被害 

急傾斜地崩壊による地震ごとの全壊被害を表 5-12 に示した。 

中央構造線断層帯による地震で 60 棟程度の全壊被害が発生することが予測された。 

なお、前述したようにⅡ・Ⅲについては詳細な調査が未実施であるので、カルテの不足項目に

ついては直近の斜面の値を採用した。 

 

表 5-12 急傾斜地崩壊による全壊被害（戸） 

分類 Ⅰ Ⅱ※ Ⅲ※ 合計※ 

中央構造線断層帯による地震 51 10 0 61 

日出生断層帯による地震 13 5 0 18 

崩平山-万年山断層帯による地震 4 2 0 6 

南海トラフの巨大地震 6 1 0 7 

周防灘断層群主部による地震 0 0 0 0 

プレート内地震 4 1 0 5 

※Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの定義は表 4-5 参照。ただしⅡ、Ⅲはデータ不足のため参考値。 
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